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Ⅰ　は じ め に
　社会科学や人文科学において，用語の定義は議
論そのものの中身と方向性を大きく左右する．時
としてそれは，国家が抱える矛盾を「説明」する
ために用いられてきた．その一例が，憲法 9条と
矛盾しないとされてきた戦後日本の再軍備であり，
その結果として誕生した組織に与えられた「自衛
隊」という名称である．一般に軍事に関する用語
全てに重要な意味があるとは限らないが，それが
法的・政治的・社会的に激しい議論の的となった
場合は，その議論の結果が名称に凝縮される場合
がある．
　日本の再軍備は当時の国民に広く共有されてい
た戦争の記憶を呼び覚ます形で社会的に大きな議
論を巻き起こし，政府は冷戦期に米国の影響下で
積み重ねてきた既成事実を説明するために日本語
を巧みに使いこなした．その時に国家の軍事組織
としての新たな意味を与えられた日本語が「自衛
隊」である．
　一方，「自衛隊」という単語の意味の変遷のみを
追求した学術論文は発見できなかった．ここで，
明らかにすべき論点が三つ浮上する．
　第一に，「自衛隊」という日本語がいつから軍事
組織としての意味合いを持ったのか．
　第二に，なぜ，警察予備隊は保安隊を経て自衛
隊に改称されたのか．
　第三に，1954年以前の「自衛隊」とそれ以降の
自衛隊はどのような関係にあるのか．
　この論文の学術的な目的はこの三つの疑問に答
えることにある．
Ⅱ　「自衛隊」という名称がいつから軍事組織とし
ての意味合いを持ったのか
　戦前にも自警団としての東京市自衛隊構想や企
業の警備部門としての満鉄自衛隊が存在していた
が，戦後になると「自衛隊」という日本語は軍事
組織という意味を持つようになっていた．
Ⅲ　再軍備と二度にわたる名称変更
　朝鮮戦争勃発後の1950年 7 月，マッカーサー元
帥は警察予備隊“National Police Reserve”の創
設を日本政府に要望する書簡を発した．ここに，
戦後日本の再軍備は具体化する．
　一方，マッカーサーの後任であるリッジウェイ
は「日本は自衛に責任を持つべきだ」と認識して
いたが，米国側は憲法改正に時間と手続きが必要
である考えたためか，「その時まで，大規模な部隊
拡張のための装備供給と訓練は『保安』部隊
（“security”forces）の名目で行いうる．」との方
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針に転換した．アメリカは警察予備隊“National 
Police Reserve”を保安隊“National Safety Forces”
に改組することによって，憲法問題を避けつつ，
日本に警察力を超える自衛のための能力を持たせ
る準備をさせる道を選んだのである．
　その後，米国との相互防衛援助協定（MSA協
定）調印へ向けた交渉が始まったため，防衛力を
大幅に強化する義務が生じることが確実となった．
そこで，「自衛軍」構想が登場することになるが，
自由党総務会において岡崎外相は「戦力に至らな
いものなら自衛軍と名づけても構わないが，交戦
権もなく，戦力に至らないものを“軍”というの
は適当ではない．」と発言し，政府もこれを追認し
た．この議論の結果，「自衛軍」は自衛隊として国
民の前に姿を現すことになる．
Ⅳ　1954年以降の「自衛隊」と自衛隊
　戦前と戦後に全く異なる意味「自衛隊」が存在
したのは事実であるが，これは岡崎外相発言の結
果生まれた偶然の産物であると考えられる．
Ⅴ　ま　と　め
　この論文は，戦後日本の軍事組織がなぜ二度に
わたり名称が変更され，現在の自衛隊にたどりつ
いたのかという問いに答えるために，戦前の「自
衛隊」という日本語の用法にはじまり，1954年ま
での政治情勢や政府の法解釈を検証してきた．
　この背景にはまず，組織の名称と性格はある程
度一致させなければならないとする考えが米国本
国政府・GHQ・日本国政府・与党関係者にあった
ことがあげられる．その裏には二分される日本の
世論と国会での保革両陣営からの激しい追及があ
った．一方で，激化する冷戦の中で米国が日本に
期待する役割が変化したことも見逃せない．我が
国を取り巻く情勢は常に変化し，それに伴い米国
の期待はその限界点を超えるものを要求してくる．
そこで，組織の性質の限界点を引き上げる必要が
生じる．そうなった時，性質だけの変更にとどま
らず，名称の変更をも余儀なくされるのである．
　もし将来，現在の自衛隊という名称が変更され
るとしたら，その目的・権限・任務・装備品・編
成の全てが拡大される時だろう．現在，自衛権の
範囲は現行憲法を解釈によって導き出しうる限り
最大のところまで拡大されていることから，次の
名称変更は憲法改正を伴うと考えられる．
　なお，日本の再軍備が特定の勢力や個人によっ
て戦略的に推し進められた形跡は発見することが
できなかった．
　21世紀に入り，「自衛隊」という日本語をかつて
のように自警団や企業の警備部門という意味で使
う者はいなくなった．新聞に初めて登場してから
120年，帝国陸海軍の解体を経て「自衛隊」という
言葉は日本国の軍事組織としての市民権を完全な
ものとしたのである．
